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国際規格化機構 (ISO)におけるライフサイクル
アセスメント (LCA)に関する一考察
一日本及び台湾における自動車のインベントリー分析の試算-
頼 哲 勲 ･桂 木 健 次
キーワード:ライフサイクルアセスメント,インベントリー分析,ISO14040
第 1章 LCAにおけるインベン トリー分析
製品や技術のLCA研究で最も基本となるのが対象プロセスへのインベントリーである｡インベ
ントリー分析とは,ライフサイクル評価の中で,所与の製品系の全寿命期間を通して,インプット
とアウトプットをまとめかつ定量化する側面である｡ LCAにおける一つのフェーズであるインベ
ントリー分析 (LCI)について,ISOでは手続きの原則は出しているが,手順 (ステップ)と
計算の方法は統一されていない｡ここで,ISOでの手続きの原則を紹介し,オランダが国家廃棄
物再利用研究計画 (NOH)のために開発したLCAに関する方法論と日本でよく研究されている
産業連関法を参照し,LCIの手順 (ステップ)を考察する｡
第 1節 ISO14040に準ずるインベントリー分析の要約
ISO14040の中でのインベントリー分析に関する一般的な説明や実施に伴う要件及び注意を,
表1にまとめた(1)｡この中で,データ収集の手法は,LCAの範囲,単位プロセス,意図した応用
に応じて変わり得るため,データ収集における実際の制約条件を,範囲設定の中で十分に検討 し,
報告書に明確に記述しておくことが特に必要である｡
表1 インベントリー分析の解説
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(Should)
3)集計手法上の検討項目
◆アロケーション (Alocation):範囲で設定したアロケーション規則に則る｡
原材料,エネルギー,環境負荷排出物が配分されなければならない｡(Shal)
アロケーション法は,文書化され,確認された配分方法を用いなければならない｡
(Shal)
◆エネルギー流の算出 :
燃料,電力源,変換効率,伝送効率,およびエネルギ一流使用時の (環境負荷入出
力負荷を考慮することを要す｡(Should)
第 2節 インベントリー分析方法の概要
ここでは,インベントリーについての分析概要を図1に参照し,説明することにする(2)｡インベ
ントリー分析は,まず最初に対象となる製品あるいは技術をインベントリーデータが入手可能な要
素にまで分解する必要がある｡
分析は,分解された各プロセスについてインベントリーを調べ,最終的にはそれらを足し合わせ
て評価することになる｡インベントリーには,対象プロセスに投入している原料,素材,エネルギー
(労働と金額を含めることもある)と,アウトプットである製品,環境負担因子が含まれる｡
ライフサイクルのインベントリーは,鉱石やエネルギーの採掘から精錬,製造,加工,組み立て,
さらに利用と廃棄,いわば "ゆりかご'から "墓場"まで トー タルシステムについて分析する｡
図1 インベントリー分析方法の概要
〔入力〕
天然資源
エネルギー
系の境界
→ー 資源採掘 →
J
製造
J
使用/再利 用/維 持
I
リサイクル/廃棄物処理
〔出力〕
> 大気汚染物質
> 水質汚染物質
>固体廃棄物
(含む放射性廃棄)
〔入力〕
エネルギー消費量 :熟,電気,石油,石炭,天然ガス,ウランなど
資源消費量 :金属 (鉄系,非鉄系)
無機 (ガラス,セメント,耐火物,薬品など)
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有機 (繊維,ゴム,樹脂,木材,革など)
水,空気
〔出力〕
環境汚染物質 :大気汚染 (SO玉,NOx,HCI,炭化水素,C02など)
水質汚濁 (溶存有機炭素,COD,塩化物,硝酸塩など)
土壌汚染 (固体廃棄物,有害物質など)
出典 :産業環境管理協会LCA日本フォーラム,『LCA日本フォーラム報告書』,1997,
p.39.(執筆者 内山 洋司)
第3節 インベントリー分析のステップ
LCI分析で最初にするべきことは,調査対象の製品システムにおいてライフサイクルを実現 して
いるプロセスについての概観を措くことである｡これを樹形図という｡次に,プロセスデータを収
集し,入力する｡このデータを樹形図全体について集約することによって,究極的には製品システ
ムに関する全ての環境負荷のリス トが得られる_｡これがインベントリー表である｡ これらは手順で
表すと,①樹形図の作成,②プロセスデータの入力,③割付規則の適用,④インベントリー表の作
成という4つのステップに分けられる(3)｡以下それぞれのステップの内容を詳しく説明する｡
(1)樹形図の作成
LCIを行うには,まず ｢システム｣を定めなければならない｡これは樹形図の作成の基本である｡
オランダの報告書(4)によると,｢システム境界｣の定義は以下の3つがある｡
1)関係プロセスと非関係プロセスの境界 I
最初に,分析の対象となる製品のライフサイクルのプロセスを定める｡LCAの目的によって,
最も関係のあるプロセスと排除したプロセスの中で最も重要なプロセスは記述する必要がある｡こ
こで,プロセスとは,資源の採収,材料あるいは部品の生産,製品の製造,使用,廃棄物の処理で
あり,リサイクルあるいは再利用のプロセスを含んでいる｡これらの選択されたプロセスを全て囲
む領域が｢システム｣である｡
2)製品システムと環境システムの境界
以上述べた｢システム｣の領域の外は ｢システムの環境｣である｡ そして2つの領域を分ける境
界が ｢システムの境界｣である｡ 樹形図の中のそれぞれのプロセスについて,環境と経済に対する
インプットとアウトプットを明確に定義しなければならない｡
すなわち,インプットは環境 (地球)から境界を横切ってこの｢システム｣に入る原料 (資源)で
あり,アウトプットはそれぞれのプロセスから発生し,境界を横切って環境(地球)へ返される排
出物 (廃棄物 ･排水など)である｡ したがって,個々のプロセスの生産物そのものはLCIの直接の
対象とはならない(5)｡
3)製品システムと他の製品システムの境界
多くのプロセスにおいて,市場において価値がある製品が複数生産される｡ このような多重プロ
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セスには共生産,複合廃棄物,オープンループリサイクルの3つのカテゴリーがある｡ これらは常
にインプットとアウトプットの配分の問題になるが,以下の割付規則の適用で説明する方法で配分
する｡
(2) プロセスデータの入力
このステップで全てのプロセスのデータを収集する｡ プロセスデータを表現する際に重要な点が
2つある｡それは①インプットとアウトプットの定量化と②データの対象範囲と質である｡
1)インプットとアウトプットの定量化
設定したシステムとそれを取り巻く環境との間のすべてのインプットとアウトプットを定量的に
書き出すことである｡
ここでは単位アウトプットごとの環境負荷を算定もしくは調査してリス トアップする｡ 環境負荷
項目としては,枯渇性資源消費量 (金属鉱石,化石燃料など),再生資源消費量 (森林など),大気
汚染物質発生量 (SOxなど),水質汚濁物質発生量 (重金属イオンなど),温暖化効果ガス等発生量
(C02など),固形廃棄物発生量などがあり,狭い地理的領域を対象とする場合などには悪臭や騒音
なども負荷項目として取上げる場合もある(6)0
定量化に対して,プロセスデータはSI単位系で表すべきである｡ そして,空間利用,騒音は特
別な換算を必要とするプロセスパラメータである｡
2)データの対象範囲と質
インプットとアウトプットの定量に加え,以下のことを明記しなければならない(7)｡
対象範囲
･プロセスのスケール :スケールとは,選択されたプロセスが地球平均,大陸平均,もしくは国家
平均を代表しているのか,また,問題となっている企業において典型的なのかを意味している｡
･プロセスのだいたいの時期 :時期によって,例えば,｢1991｣,｢80年代｣などの形で,プロセス
が代表的である機関を示さなければならない｡
･プロセスの継続時間あるいは容量 :大きさの違うプラントの性質は著しく違う可能性があるから,
プロセスの容量,もしくは一定量を製造するのに必要な時間は,重要である｡一定量の材料もし
くは一家量を製造するのに必要な時間もインベントリー分析のある側面では関係がある (空間,
騒音)0
･プロセスの状況 :状況は,プロセスが実際に存在して設定されたのか,設計上の定義なのか,す
でに商業上のアウトプットに割付ずみのプロセスなのか,また,推算されたデータなのかを示 し
ている｡
質
･プロセス定義の明瞭性 :プロセスは,オペレーションのどの部分を含んでどの部分を含まないか
が明らかであれば,明確に定義できる｡
･データの正確性 :プロセスデータの正確さは,一般に,異なる情報源を比較することによって示
される｡物質収支,エネルギー収支も正確さを確かめる目的で使用できる｡
･データの完全性 :完全性は,データが欠けているかどうか,単純に含めていないかどうかといっ
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た疑問と関係がある｡無視できる程度の量の排出データも除外しないことを勧める｡
･情報源の性質 :情報源の性質は,収集したデータの影響力を決める｡ 常に企業のデータと第三者
機関が収集したデータを区別すべきである｡
(3) 割付規則の適用(8)
プロセスデータを収集した後は計算手順に入るが,計算手順で問題になるものには副産物への環
境負荷の配分の問題とリサイクルの負荷と再生産物の取 り扱いの問題がある｡
割付は,正的経済的価値をもつアウトプット (あるいは外部の市場のない場合には,有用な利用
法があるもの)に対して行う｡ 他のフロー (環境-のフロー,環境からのフロー,ゼロもしくは負
の経済的価値の経済上のインプットとアウトプット)は,割り付けられるフローである｡本質的に
は,劃付は,実際の多重プロセスをいくつかの架空の単一プロセスに分割するために行われる｡ 単
一のプロセスの合計は多重プロセスとなる｡
原則として,可能な場合は常に,因果関係に基づいて割り付けることが目標である｡ 因果関係に
基づく割付は社会的因果関係と物理的因果関係の割付がある｡ 社会的な因果関係は,価値や収入と
■
いった経済的な概念を反映する｡それぞれのプロセスの状況が違うので,どちらの因果関係をとっ
て割付するのかは決まっていない｡例えば,それぞれの物理単位についてアウトプットの経済的価
値が著しく異なる場合には,経済的価値に基づいて割り付ける｡
割付の問題はあるプロセスが二つ以上の生産物を提供する場合に負荷をいかに割り振るかという
ことである｡ 具体的な例を挙げると3つのタイプの多重プロセスがある｡
･共生産 (正の価値を持つ廃棄物を含むいくつかの材料,製品,サービスなどの同時生産)
･複合廃棄物処理 (複数の負の価値を持つ廃棄物の同時処理)
･オープンループリサイクル (ある製品システムの廃棄物を処理して,他の製品システムで再利
用できる材料とすること)
これらの多重プロセスに対して,一般的には
(a) 生産物間の価値が大きく異なる場合には,価格で比例配分｡
(b) 類似した価値の場合は,生産量で比例配分｡
(C) 一方が発生物などの二次利用の場合は,主産物に全て配分｡
などの方法がとられている｡
(4) インベントリー表の作成
インベントリーの最終段階はインベントリー表の作成である｡ インベントリー表とは各環境負荷
項目jに対しシステム全体を通じての負荷量Ⅹjをリストアップしたものである｡ これまでの段階
で,各プロセス iごとに単位出力に対する負荷量Ⅹj,iが得られているから,目的とする製品量
に必要なそれぞれのプロセスフロー量Piを計算し,それを単位当たりの負荷に掛けて,Ⅹj-∑
Ⅹj,i･Piと積算すればよい｡
このような概念に基づき,インベントリー分析の計算手法には積み上げ法と産業連関法の二つが
ある｡
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1)積み上げ法
積み上げ法は,原理的には簡潔な方法である｡すなわち,評価すべきシステム内の各プロセスに
おける各種の投入,産出および排出物をその種類ごとに逐次評価し,文字通り積み上げて総計 し,
全体の評価を行う｡積み上げ法は自動車の例を取ると,製品を鉄,アルミ,ガラス,プラスチック
などの材料に分解してその重量を求め,各々の材料の単位重量の生産当たりに要する負荷量 (エネ
ルギー,C02など)を乗じて足し合わせ,さらに,組み立てに要する分を加える方法である｡
積み上げ法で実際に計算するとき,具体的な手順は次のようである｡
① 各一次エネルギーの単位当たりの環境負荷 (燃料原単位やCO2原単位など)を計算する｡
② 各素材を生産するための資源投入から計算された燃料原単位やCO2原単位などの環境負荷
原単位を求める｡
③ 各プロセスにおける各素材の投入量 (kgなど)がそれぞれの負荷原単位を乗じて各プロセス
の環境負荷を算出する｡
④ 各プロセスの環境負荷量を加算し,対象となる製品の環境負荷総量を算出してリストアップ
する｡
積み上げ法では個々のプロセスの入出力データが必要となる｡積み上げ法によるデータは,LCA
研究の目的に応じて,各研究機関で整理されるようになってきた｡NEDO(9),化学経済研究所(10),
プラスチック処理促進協会(ll), 未踏科学技術協会(12),産業環境管理協会(13)のデータがある｡
NEDO及び化学経済研究所,プラスチック処理促進協会の研究は,化学産業のCO2排出量に着
目しているので,プラスチック類をはじめとする石油化学製品のデータが豊富である｡ 未踏科学技
術協会では,エコマテリアルの観点から金属素材の製造データを整理している｡産業環境管理協会
では,｢冷蔵庫｣のライフサイクルでのCO2排出量を計算するために,必要なプロセスデータが上
記の研究から引用され,不足する一部のデータが聞き取り調査によって作成されている｡産業環境
管理協会の報告は,主として文献データを使用し,素材の相違によりシステムバウンダリや積み上
げ手法に相違が生じないよう注意して,｢冷蔵庫｣という組み立て産業の製品に応用した点が目新
しい｡
以上のように,製品がどのように作られ廃棄されるかを製品ごとに具体的に調べていく方法は積
み上げ法と呼ばれる｡つまり,製品や技術のライフサイクルにわたるプロセスをボトムアップで調
査していく方法である｡積み上げ法はデータの収集能力さえあればあらゆるプロセスについて詳細
に分析できる利点がある｡しかし,実際には調査できる範囲に限界があるため,全てを網羅できな
いという欠点がある｡また,データはある特定のプロセスを対象にして分析したもので,異なるプ
ロセスが混在する産業の客観的あるいは代表的な値とみなせない｡この欠点を補う方法が産業連関
分析法である｡
2)産業連関法
産業連関表は,一国が一年間に生産し消費する全ての財 ･サービスの取引量を市場価格の金額統
計として表したものである｡ 一国の産業は数十から数百の部門に分けられ,各部門について物 ･サー
ビスの相互取引量が示されている｡ 産業内での直接間接の波及を整合的に分析することが出来る｡
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産業連関表の各部門の金額を物理単位に変換 し･産業のエネルギー消費や環境負荷を整合的に分析
する方法を産業連関法と呼んでいるo それは,各部門の物 ･サービスの取引量を,平均単価を知る
ことで物理単位に表示 しなおし･物の生産だけでなく,サービスの生産に伴って発生する環境負荷
も明らかにするものである｡
産業連関表を行列と見て,各 (i,j)要素を j財を1単位生産するのに必要な i財の投入量
aijに書き換えたものが式 〔1〕の投入係数行列Aである｡ ここで,財,サービスの種類を示す i
とjは1からnまでの値をとることになる｡
また, j財を1単位生産することによって発生する単位あたり環境負荷量をejとしよう｡環境
負荷量の計算には,ejを並べた列ベクトル (環境負荷列ベクトル)e (式 〔2〕)で示すと便利で
あるoそして,ある財を生産するために必要な各財の需要がfだけあったとしよう (式 〔3〕)0
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el
＼
＼
e= ＼､＼
＼
ヽ
0 en
? ? ?
? ??
? ?
?? ? ?
例えば,乗用車 (k財)1単位の生産f (ここでは第k要素のみが 1で他はゼロ)による環境負
荷はekであり,これは環境負荷の直接効果といえる｡間接第一次効果は,乗用車生産のために中
間財としてAfだけの追加的生産を必要とする｡ したがって,間接第一次効果における環境負荷は,
e･Afとなる｡ この中間財への波及はさらに間接第二次効果-とつながる｡Afだけの生産に必
要な中間財はAAf-A2fであるから,間接第二次効果における環境負荷は,e･A2fとなる｡
このような環境負荷をまとめあげると次のようになる｡
e･Ⅹ - e.f+ e･Af+e･A2f十･･･-e･(Ⅰ-A)-1･fとなる｡
ここでⅩは究極的に誘発される生産量ベクトル,(Ⅰ-A)-1はいわゆるレオンチェフ逆行列であ
図2 積み上げ法と産業連関法の概念図
電
出典 :森口佑一 ･近藤美則,『金属』,Vol.63,No.6,1993,p.51
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る｡無限級数列の和であるレオンチェフ逆行列は,中間財波及の積み上げ計算を最後まで行った場
合と同等であることがわかる(14)0
以上,積み上げ法と産業連関法の概念を述べた｡図2-3-2には自動車の例を取って,積み上げ法と
産業連関法の概念図を示す(15)｡
3)混合法
産業連関法は積み上げ法における調査の限界と混在するプロセスのデータの客観性との欠陥を補
完で出来るが,次の欠点もある｡産業連関表は多くても500部門にしか分かれていないため,世の
中にある多種多様な製品や技術を分析するには不充分である｡ 評価はあくまでも部門の平均財につ
いてであって,個々の製品の分析に産業連関表を利用することは難しい｡
以上の2つの手法について,それぞれが利点と欠点がある｡ 産業連関法は,積み上げ法では追い
切れないとき,概略の分析を行うのに有効な手段である｡ 各業界から金額を含めて全てのインベン
トリーデータがそろえば,積み上げ法と産業連関法を結びつけることが可能になる｡ それにより,
エネルギー消費,環境負荷,コストの相互関係が明らかになる｡ それにより,個々の製品レベルだ
けでなく産業全体を捉えたライフサイクル分析が可能になる｡ ライフサイクル分析 も｢木を見て森
を見ず｣に陥らなくて済むことになる｡
以上はインベントリー分析の方法論について考察した｡本論文の第3章におけるケーススタディー
では,積み上げ法と産業連関法を用い,日本と台湾における自動車のLCIの試算を行うことにす
る｡
注
1.ISO/TC207/SC5,"EnvironmentManagement-LifeCycleAssessment- PrinciplesandFrame
work,"DraftforISO/DIS14040,1996-ll-13,pp.9-10.
2.産業環境管理協会 LCA日本フォーラム,『LCA日本フォーラム報告書』,1997,pp.39.(執筆者 内山洋
司)なお,原典はLife-C)′cleassessment/ITWentryguidelineandprinciples,EPA 1600/R-92/036,
Nov.,1992.
3.Heijungs,R.,Guinee,J.B.,Huppes,G.,LankrelJer,R.M.,UdodeHaes,H.A.,Sleeswijk,
A.,Ansems,A.M.,Eggels,P.G.,vanDuin,R.,anddeGoede,H.P.,Elm-ronmentlifecycle
assessmentofpT･OductsBackground,TheNetherland,1992.(戦略 LCA研究フォーラム訳,『LCA
製品の環境ライフサイクルアセスメント』,サイエンスフォーラム,1994,pp.44-45.)
4.戦略LCA研究フォーラム訳,上掲書,pp.45-47.
5.坂田直起,｢ライフサイクルインベントリー分析 (LCI)手法の問題点と今後の課題｣,『エネルギー経済』,
Vol.23,No.9,日本エネルギー経済研究所,p.26.
6.原田幸明,｢ライフサイクルアセスメント｣,『安全工学』,Vol.34,No.2,1995,p.79.
7.戦略LCA研究フォーラム訳,前掲書,pp.5ト52.
8.戟略LCA研究フォーラム訳,前掲書,pp.53-56,145-151.
9.NEDO･RITE･化学工学会,『化学工業製品における トー タル ･エコバランスの分析手法に関する調査
(Ⅱ)』,NEDO-GET-9410-1,平成7年.
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 169-
10･化学経済研究所,r基礎素材のエネルギー解析調査報告割 ,平成5年.
11･ プラスチック処理促進協会･Fプラスチック製品の使用量増加が地球環境に及ぼす影響評刷 ,平成5年.
12･未踏科学技術協会･｢環境負担性評価システム構築のための基礎調査研究｣隅 査報告書 (別冊)一金属素
材インベントリーデータIJ,平成7年.
13･産業環境管理協会,rエネルギー使用合理化手法国際調剤,平成7年.
14･吉岡完治他･｢環境分析用産業連関表のLCAへの適用｣r日本の科学と技術J,351273,1994,pp.38-43.
15･森口佑一 ･近藤美則･｢自動車の地球環境負荷を考える｣,r金剛,Vol･63,No.6,1993,pp.50-51.
第2章 LCAにおけるインパ ク ト評価
インパク ト評価の目的は,インベントリー分析で認識された環境負荷の環境影響を分析,評価す
ることである｡インパク ト評価に関しては世界的に見てもその方法論が確立 しているわけではなく,
その実施すべき方法論が ISOにおいても議論がなされているところである｡本節では,ISO14040
シリーズの中で規定されている基本的な手続きと,先進事例として欧米の研究成果を概観すること
で具体的な方法論を把握する｡
ISO14040の中でのインパク ト評価に関する一般的な説明や実施に伴う要素及び注意を表 2にまと
めた(I)0
表 2 インパクト評価の解説
環境影響評価 (Lifecycleimpactassessment)
1)一般的説明
◆インベントリー分析結果を用いて潜在的な環境影響を評価o
◆環境影響へのインベントリー分析結果の関連付けと影響の理解○
◆詳細のレベル,影響の選択,使用手法は目的と範囲に依存o
◆環境影響評価は,繰 り返しのプロセスであるo
2)環境影響評価の要素
◆環境影響項 目へのインベントリーデータの割 り当て (Classification)o
◆環境影響項目ごとでのインベントリーデータのモデル化 (Characterization).
◆結果の集計評価 上地 :特別な場合で,かつ意味のある場合に実施o
注 :Valuation前までのデータは常に利用可能であることを要すo(Should)
3)環境影響評価上の注意
◆インベントリーデータと潜在的な環境影響項目とを整合性を保ち正確に関連
付ける一般的な手法は無いo
◆環境影響項目の選択,モデル化,評価 (Evaluation)は,主観 (Subjectivity).
◆評価の透明性が重要 - 前提条件を明確に記述 し,報告するo
方法論の要素について,SETAC (環境毒物化学学会)によって発表された C`odeofPractice'
(実施規約)によると,影響評価は次の3つの部分に分割される(2)0
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(1) クラシフィケーション (Classification):環境影響対象事象の特定｡
(2) キャラクタリゼーション (Characterization):対象とする資源 ･排出物の影響度の定量的記
述｡
(3) バリュエーション (Valuation):総合的評価｡
クラシフィケーションでは,資源消費や排出物を予想される環境影響の種類に基づいたカテゴリー
に振り分ける｡キャラクタリゼーションでは,排出物が指定されたカテゴリーに対して果たす役割
を相対的に評価 し,カテゴリー内での役割を数値化して総計する｡すなわち,カテゴリー内での影
響の定量化を行う｡
統合評価では,それぞれの環境カテゴリーにおけるキャラクタリゼーション結果に基づき,シス
テムによる種々の環境影響の重要性を相対的に評価する｡この段階では,自然科学に加え,政治的
及び倫理的価値による評価がなされる｡
キャラクタリゼーションとバリュエーションの中間の部分として,｢ノーマリゼーション (Norm-
alization)｣も提案されている｡ 例えば,対象地域における全排出量により対象製品の排出量を除
すことが行われる｡カテゴリーごとに地域全体への影響との相対値を知ることが出来る｡
以下,インパクト評価の3要素を(1ト (4)において,欧米における方法論を考察する｡
第1節 クラシフィケーション
クラシフィケーションは,予想される環境影響に基づいたカテゴリーに,インベントリーデータ
を当てはめることである｡表3にライデン大学の例(3)を示す｡非生物および生物資源の枯渇,地球
温暖化及びオゾン層の破壊という地球環境問題,人間-の毒性,酸性雨や湖沼の富栄養化という地
域環境問題,臭気や騒音というローカルな環境問題と多岐にわたっている｡LCAで扱う影響カテ
ゴリーはまだ定まっていない｡各研究機関がそれぞれ提案している段階にある｡
表3 ライデン大学によるクラシフィケーション
天然資源の減少 環境汚染 環境のダメージ
①非生物資源の減少 ①温室効果 (D生態系と景観
出典 :戦略LCA研究フォーラム訳,『LCA製品の環境ライフサイクルアセスメント』,サイエン
スフォーラム,1994,p.64.
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -711
製品やサービスの総合的評価を行うLCAでは従来の環境アセスメントのように,｢被害影響度｣
が既知である特定の環境汚染物質に関する蓄積 ･拡散というアプローチとは異なり,影響物質,影
響事象各々を広く捕らえる必要がある｡総合的に ｢揺り篭から墓場まで｣という製品製造の時間的
側面を縦方向とするならば,横方向への展開としてそれぞれの段階での排出が及ぼす影響事象を特
定する作業がこれにあたる｡これは分析対象となる排出物質を踏まえての検討が必要であるが,中
長期的な影響の出現をも考慮せねばならない｡このフェーズの結果として,例えば,｢水質の富栄
養化｣｢地球温暖化｣｢人間の健康への影響｣のように分類整理された影響事象群を影響カテゴリー
と称する｡
クラシフィケーションを行う際には,まず対象とする範囲を規定し,潜在的に影響を与えると考
えられるインベントリーと対比させつつ検討する必要がある｡また,各カテゴリーが独立している
ことが基本である｡たとえば,オゾン層破壊によD_皮膚ガンをはじめとした人間への健康影響が懸
念されているが,このような2次効果をも含む現象を評価する際には,それが他のカテゴリーに影
響を与えないのか,つまり定量化に際して二重計上とならないのか,などを慎重に検討する必要が
ある｡一例として,フロン (CFC)はオゾン層を破壊することで有名だが,単位量当たり二酸化炭
素の数千倍の温室効果をもたらすものである (地球温暖化ポテンシャルによる)｡ しかし,この場
合には ｢オゾン層破壊｣と｢地球温暖化｣の二つは独立の事象であり,単一物質が複数のカテゴT)一
に影響を与えることによる問題は生じない｡
第2節 キャラクタリゼーション
キャラクタリゼーションは,表3のようなカテゴリーに当てはまる排出物のカテゴリー内での重
み付け係数を決め,総和を算出することである｡この定量化は,一般にインプットあるいはアウト
プットの単位量当たりの寄与度を表す荷重係数を線形に用いることで行われる｡
今,あるインパクトカテゴリiに関して
1 インパクト種類, j: 排出物 (あるいは摂取物)種類
の記法を用いることで,
cij: 影響度､Ej: 排出物(あるいは摂取物)の量
wij: 荷重係数
の関係は Cij - Ej･Wij
で記することが出来る｡したがって,全ての排出物(R取物)を通じての特定インパクトカテゴ
リ種類に関する総合的な影響度Ciは
ci - ∑Cij - ∑EjWij
と示すことが出来る(4)0
以下にそれぞれのカテゴリーでの重み付け係数を主として表5を例にとって紹介する.
(1)資源の枯渇とエネルギーの消費
表5は非生物系資源と生物系資源を分け,非生物系資源は100年以内に枯渇が懸念される資源だ
けが可採埋蔵量の逆数を重み付け係数として評価されるo石油,天然ガス,ウランが含まれるが,
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石炭は含まれない｡エネルギー消費としてではなく,資源の枯渇を評価する手法であるといえる｡
この例のように対象とする資源を限定する場合としない場合があるが,｢資源の枯渇｣は,それぞ
れの資源 (j)の既存量 (Rj)の逆数を重み付け係数 (W j)として評価されることが多い｡
W j- (1/Rj) ･･･- - - ･･- 〔1〕
この手法では製品1台当たりに使用される金属量が賦存量に対してどの程度かが評価される｡
しかし,｢資源の枯渇｣という概念からは,賦存量そのものではなく,賦存量に対する現状での
消費速度 (Gj)の比を重み付け係数に使用するほうが適当とも考えられる｡
W j- (Gj/Rj) - ･･･- ･- - 〔2〕
この評価では,現状の消費速度が早い金属資源の消費をさらに加速する速度が評価される｡ライデ
ン大学でも,最近はこれを基礎として基準物質との相対値を使用する評価法を提案 している(5)｡さ
らに,〔2〕の賦存量に対する比を重み付け係数として使用する場合がある･｡
W j- (Gj/Rj)/Rj ･･･････- 〔3〕
この評価では,製品に使用される金属が消費を加速する程度を既存量と比較 して評価することにな
る｡
表4に具体的な金属資源の荷重係数の値を示す(6)｡鉱物資源消費には,世界の埋蔵量の逆数が重
み付け係数として使用されている｡
表4 SimaProで用いられている金属資源に関する荷重係数
a b (106kg) C
過 重 係 数 1998年世界埋蔵量 1/b
鍋 2.9 350,000 2.857×10~6
鉛 13.3 75,000 1.333×10~5
(注)a:SimaProマニュアルより
b:WorldInstitute,WorldResources1990-91,oxfordUniversityPress,NewYorkより
一般には,賦存量として金属量に換算した可採埋蔵量を使用することが多い｡可採埋蔵量はその
経済 ･技術の状況下で採掘可能な量として定義される｡ したがって,絶対的な量ではなく,現在の
社会システムを反映した量とみることができる｡
表3にはエネルギー消費量の評価は含まれない｡エネルギー消費量は環境-の影響を直接表す指
標ではないので,エネルギーを消費する結果として排出される物質による影響を評価するという立
場である｡エネルギー消費量を評価の対象とする場合には,その結果排出される物質のインパク ト
評価とダブルカウントとなる可能性がある｡
エネルギー消費を評価する場合には,消費される電力量の取 り扱い手法に注意する必要がある｡
電力消費量を電源構成に分け,それぞれを一次エネルギーとしての熱量に換算する方法と,そこか
ら水力など再生可能エネルギーを除外し,消費された化石燃料の発熱量だけを計算する場合とがあ
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -73-
る(7'｡再生可能エネルギーは環境へのインパクトは無いという立場である｡いずれにせよ,エネル
ギー消費量には電源構成や発電効率など,社会全体のエネルギーシステムが反映されやすい特徴を
持つ｡製品間の比較として使用時の電力消費量だけを比較する場合は問題が無いが,使用素材の製
造段階まで含めて評価するときには,生産国によるエネルギーシステムの相違,生産効率の相違な
どに注意する必要がある｡
一方,表3の例では,象,鯨などの生産物資源が生物系資源枯渇係数 (BDF:Bioticdepletion
factor)を重み付け係数として評価されている｡ BDFは (生産量/資源量)と (1/資源量)の
積と定義されている(8)0
生物系及び非生物系資源の消費とエネルギーの消費を経済価値として同一の指標で評価するシス
テムがEPSシステムである(9)0EPSシステムは,統合評価システムであるが,その一部はキャラク
タリゼーション法としても使用される｡
影響はELU(EnvironmentalLoadUnit-環境負荷単位)の単位で評価され,1ELUが1エキュー
に相当する｡ 対価を払うことは,現行の市場価格に匹敵するものとみなされ,穀物,木材,肉と魚
などはOECD諸国の時価により評価される｡ 言いかえれば,重み付け係数は時価に匹敵する｡
｢資源｣の中には化石燃料や金属も含まれる｡その評価は,以下の通り｡
①穀物と木材は,前述されているように現行の市場の価格に応じて評価する｡
②石油は穀物で代用される｡ 1kg石油は2kgの穀物に相当する｡
③石炭は木材で代用される｡1kgの石炭は4kgの木材に相当する｡
④金属産出は,アルミニウムと鉄が20%であり,他の金属は地殻の平均濃度の10倍であると仮定
された金属濃度を保持しているケイ酸塩岩からの採取とみなす｡岩石から金属を取り出すエネルギー
だけが10MJ/kg岩石と評価される｡エネルギー源は木材と仮定されている｡
最近,金属の種別を明確にし,それぞれの資源の枯渇の指標とするために,金属の持つエクセル
ギーで資源を評価する手法が提案されている｡エコシステムからのエクセルギーの消費として,餐
源の消費を評価するシステムであると考えられる(10)｡しかし,実際に使用されるには至っていない｡
(2) 地球温暖化,オゾン層の破壊,富栄養化,酸性化,および光化学オキシダント生成
表5ではこれらのカテゴリーはそれぞれ,温室ガス効果指数 (GWP:globalwarmingpotential),
オゾン層破壊指数 (ODP:ozonedepletionpotential),富栄養化ポテンシャル (NP:nutrification
potential),酸性化ポテンシャル (AP:Acidificationpotential),光化学オゾン生成ポテンシャル
(POCP:photochemicalozonecreationpotential)を重み付け係数として使用している｡
温室効果ガスとしては二酸化炭素が最も代表的であるが,その他にもCH4,N20,CFC等々温
室効果を引き起こす原因となる物質は数多く,また,単位量当たりの影響はC02よりも大きいも
のも多い｡IPCC(気候変動に関する政府間パネル)では様々な物質の持つ温暖化効果をC02
を基準として対比させたパラメータとして地球温暖化ポテンシャル (GWP:GlobalWarmingPo-
tential)を導出している(ll)0 IPCCでは長期的な分解過程をも考慮して,20年,loo牛,500年ス
パンでの値をそれぞれ設定しているが,Simaproにおいては最も一般的に用いられる100年スパン
の値 (GWP 100)を採用している｡影響スコアの算定はこのポテンシャルに排出量を乗 じること
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で定義される｡
温室効果 - ∑ (大気-の排出 × GWP100)
このように,最も特徴的な物質との相対比較による影響度を別途規定し,それをポテンシャルと
して排出量を乗じる方法は,他の影響項目にも多用される｡以下,このような方法は表5に示すよ
うなカテゴリーに対して適用されている(12)0
表5 特定物質との相対値により影響度を求めているカテゴリー
影響カテゴリー 相対値の名称 相対化の基準となる物質
温室効果 (地球温暖化) GWP CO2
酸性化 AP SO2
オゾン層破壊 ODP CFC-ll
光化学スモッグ POCP エチレン
出典 :新エネルギー ･産業技術総合開発機構,『エネルギー使用合理化手法国際調査』,1996,p.102.
これらはいずれも基準物質を持つ指数である｡富栄養化,酸性化及び光化学オキシダント生成の
指数の決定に議論の余地はあるが,これらの指数を重み付け係数に使用することの合意は得られて
いるものと考えられる｡
(3) 人間の健康への影響
表5の例では,化学製品 jからの人間の毒性に複合寄与するものは,次式で算出される｡
Cj-HCAjxEja+HCWjxEjw+HCSjxEjs･････〔4〕
HCA,HCW,HCS,は (kg/kg)を単位とするそれぞれ大気,水,土壌に関するパラメー
タである｡Eは排出物 (kg),インデックスa,W およびSはそれぞれ大気,水,土壌を示す｡そ
れぞれのパラメータは,おおよそ摂取許容量を基準に決定されている(13)0
また,Telus研究所(14)では,発ガン性物質の評価係数 (carcinogenicpotencyranking)をEPA
のデータに基づき ｢イソホロン同価｣として使用している｡ さらに,非発ガン性効果に関して,経
口摂取基準係数 (Oralrefarencedoseranking)を ｢キシレン同価｣として使用している｡人間-
の健康影響は,広い環境へ排出された物質の評価と労働環境での評価を分ける考え方もあり,クラ
シフィケーションそのものが定まっていないと考えられる｡
(4) 生態系-の影響
表3の評価では水圏排出物と土壌への排出物が分けられ,それぞれECA(ecotoxicologicalcals-
sificationfactorforaquaticecosystem),ECで(ecotoxicologicalcalssificationfactorfor
terrestrialecosystem)という重み付け係数が定義されている(15)｡これらはともに動物への毒性デー
タを基に作成されている｡生態系への影響を評価する研究はまだ少なく,今後の研究課題といえる｡
(5) その他の評価カテゴリー
表3では臭気が臭気閥値 (OTV:odorthresholdvalues)(kg/‰)の逆数を重み付け係数とし
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -75-
て･また,騒音が (Pa2S)として測定されたインベントリーデータを人間への非毒性影響カテ
ゴリーとして取り扱われるべきとされている｡
さらに表3では景観および事故による被害も上げられているが,実際の評価に使用し得るほど詳
細に検討されてはいない｡
また,表3には含まれていか ､が,土地利用を評価する研究もある｡
第3節 ノーマリゼーション
Guinee(16)は前述のライデン大学によるキャラクタリゼーションで評価されたそれぞれのカテゴリー
ごとの評価スコアを,地球規模の排出量が同様のキャラクタリゼーションで与えるスコアで割算し,
それぞれのカテゴリーを評価する手法を提案している｡
地球全体での排出量が不明の場合には,オランダでの排出量をGNP比で全世界に換算し代用 し
ている｡ノーマリゼーションを行うことで,カテゴリーごとに対象とする全体の影響との相対値を
知ることが出来る｡
第4節 バリュエーション
キャラクタリゼーションはそれぞれのカテゴリーごとに行われるので,これらを総合的に判断す
ることが必要となる｡総合的に判断する手法は大きく3つに分類できる｡
(1)専門家が構成するパネルで決定する方法
(2)ターゲットとする値と現実の排出量を比較する方法
(3)経漬価値(金額)に換算する方法
また,総合評価の前段階としてカテゴリー別に地域全体での排出量によるポイントを用いてノー
マリゼーションすることが行われる場合もある｡
(1) 専門家が構成するパネルで決定する方法
この方法では,それぞれのカテゴリーでの評価を基に専門家が重み付けを行い判断を下す｡自然
科学ではなく,政治的及び倫理的価値に基づき評価されることが多い｡LCA実施の目的によって
判断基準が異なることになる｡永田ら(17)は,アンケート調査によってカテゴリー間の重要性を決定
する方法を提案している｡ 原理の特徴は定性的情報も取り扱えるが,設定の方法と項目という課題
が残っている｡
(2) ターゲットとする値と現実の排出量を比較する方法
代表的な方法は,｢環境希少性評価｣と ｢臨界ボリューム法｣である｡ いずれもターゲットとな
る値を設定することに特徴がある｡
1)環境希少性評価
Ahbeら(18)は,次式 〔5〕によって算出される物質 jへの統合評価重み付け係数 ｢エコファクタ｣
を用いてエコポイントを算出することを提案している｡
エコファクタ j-(1/Fkj)(Fj/Fkj)C･ 〔5〕
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ここで,Fkjは物質jの対象物質の基準量 (criticalflow)であり,Fjは物質 jの現実の総
負荷量 (actureflow)である｡Cは数値が極端に小さくなることを避けるための定数である｡右
辺の第一項 (1/Fkj)は対象物質の相対的な環境への影響度を,また第2項 (Fj/Fkj)
は対象物質に対する負荷度を示していると考えることができよう｡各対象物質の排出量を各々のエ
コファクターに乗じて得た無次元量を積算することで単一指標としてのエコポイントを得ることが
出来る｡
物質の対象物質の基準量と物質の現実の総負荷量の両方がスイスの状況で設定されている｡以下,
表6にスイスにおける具体的な大気汚染のエコファクターの値を示す(19)｡
表6 Wenk(Switzerland)で用いられている大気汚染に関する荷重係数
環境負荷項目 Fk F F/FK(%) エコファクター
No又 67,200 191,000 284 4.23×10
OS2 54,400 68,000 125 2.30×10
出典 :Aブ ラウンシュヴァイク,R.ミュラー-ヴェンク著,宮崎修行訳,F企業のエコバランス』,
白桃書房,1996.p.148.
2)臨界ボリューム法 (critical volume)
臨界ボリューム法では,重み付け係数として水圏,大気,土壌それぞれに対する排出限界濃度が
用いられている｡これを総合的に判断するためには,それぞれの容量を決定し濃度を質量に変換す
る必要がある｡以下,表7にオランダと日本(20)の定めた最大許容濃度の例を示す.
表7 SimaProで用いられている最大許容濃度と日本の環境基準 (環境目標)
最大許容濃度(MAX) 日本の環境基準 (環境目標)濃度
So‡ 5.0×10~6kg/m3 0.03×10~6m3/m3 - 8.57×10-8kg/m3
No窒 4.0×10~6kg/m3 0.04-0.06×10-6m3/m3 - 7.9-ll.9×10~8kg′m3
出典 :新エネルギー ･産業技術総合開発棟構,Fェネルギー使用合理化手法国際調査』,1996,p.10 .
3)経済価値 (金額)に換算する方法
｢EPSシステム｣が代表的な例である｡そこでは,生物の変化,生産,人間の健康,資源,莱
的価値観の5つを対象とし,対象物を正常な状態に戻したいという意志に基づいた価格が決定され
る(21)0
排出物,資源の利用,そして他の人間の活動は,この5つの対象の中での寄与によって評価され
る｡
EPSシステムでは,環境の指標がkg当たり,または他の単位当たりのELC (環境負荷単位)
として示される｡1ELCは,ほぼ1ECU (ヨーロッパ流通単位)と対応しており,EPSシス
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -77-
テムは環境影響の経済的統合評価になっている｡
EPSシステムの特徴は,支払いの意志が評価されることである｡これは,科学的評価 として示
すことも出来るが,自然科学よりも社会科学に基づくものといえる｡
4) エコインディケータ95
1995年,各素材の製造工程での排出物の環境影響を総合評価し,素材のインディケータとして示
す ｢エコインディケータ95｣と名づけられた手法が提案された(22)0
これは,カテゴリーごとの評価をターゲットとする値と実際の排出量を比較する考え方 (distance
totarget)で統合化する手法である｡カテゴリーごとにヨーロッパ全域での影響を削減する目標
値が定められている｡ 以下に,エコインディケータ95に用いられている規格値を,表8に示す｡こ
の目標値の定量化の妥当性が議論されなければならない｡
表8 エコインディケータ95のノーマリゼーションバリュー
影響カテゴリー 単 位 西ヨーロッパ 東ヨーロッパ 合 計 一人当たり
地球温暖化 WQPkg 4.8E+12 1.7E+12 6.5E+12 1.31E+04
オゾン層の破壊 ODPkg 3.7E+08 9.4E+07 4.6E+08 9.26E-01
出典 :新エネルギー ･産業技術総合開発機構,『エネルギー使用合理化手法国際調査』,1996,p.89.
しかし,環境調和型製品の開発のためには,素材ごとの環境指数が決定されていると便利である｡
LCAを応用する今後の方向性を示すものと考えられる｡
以上の内容により,インパクト評価は定性的なクラシフィケーション,定量的なキャラクタリゼー
ションに分けて考えることが出来る｡キャラクタリゼーションの役割は,クラシフイされた影響カ
テゴリー内の評価指数を決定することである｡カテゴリー間の重要性を考慮して総合評価がなされ
るが,総合評価にはLCA実施者の意志が反映されることが多い｡これは,一つはカテゴリー間を
統一する科学的根拠がないことが原因であり,また一つはLCAはそもそも実施者の意志決定の手
段であるためである｡
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第3章 日本と台湾における乗用車のLClの試算
第 2章で,LCAの方法論を考察 したが,LCAを支援手法 として,公共政策,生産者,消章者
に利用されようとすれば,第一歩はLCAのデータベースの構築である｡この方法論を応用 して,
製品に対するライフサイクルの環境負荷 を定量化する実証研究が現在盛んである｡本論文はこの章
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -79-
で･日本と台湾における乗用車のLCIを試算してみる｡なお,現在の日本では自動車のLCIに
おいて,大気汚染物質のS02とNOxをも取り入れて計算 ･分析する｡
第 1節 問題意識と前提条件の設定
(1)問題意識
自動車は生涯を通じ,地球環境問題をはじめとするいろいろな環境問題と関係している｡日本に
おける自動車の保有台数は,1960年以降,年率10%を超える勢いで増加してきた｡1995年度まで四
輪車だけで6680万台を数えている｡日本の自動車普及率は,1.9人に一台となる｡運輸部門は,1994
年度に日本のCO2 排出の19.2% (6915T-C)を示している｡このうち,自動車は運輸部門の88%を
占めるり`｡台湾も日本と同じような傾向で進展している｡1976年以降,自動車の生産台数は年率11
%を超える勢いで増加してきた2`)｡台湾における各部門のエネルギー需要について.1994年に運輸
部門が17･56%を占め,2番目となっている｡そのうち,自動車は運輸部門の83%を占めている(3)0
そして,CO2排出量について,1989年に,運輸部門が17%を占め,全部門の2番目となった(一)｡こ
のほか,運輸部門ではNOx,S02の排出量はそれぞれ全体の1位,2位となっている(a)O
このような状況を見ると,将来,自動車は環境負荷を起こす主因に間違いない｡この故に,本章
は自動車の生涯にわたって消費したエネルギーと排出された環境負荷をインベントリー分析の方法
で試算してみる｡環境に優しい自動車づくりの方向性を把握し,生産者や消費者に対して意志決定
の支援データを導くことが目的である｡ここで,まず日本及び台湾における自動車のライフサイク
ル (素材生産,製造,使用)の環境負荷 (エネルギー消費量,CO2,SO2,NOx排出量)をそれぞ
れ定量化する｡その結果によって自動車のライフサイクルにおける各段階の環境負荷を分析し,環
境負荷の低減に対応する自動車の軽量化の検討を加えて環境負荷の低減のあり方を検討する｡そし
て,日本と台湾の各段階の環境負荷を比較して排出量の差異を分析する｡台湾は今年から環境保護
署が工業研究院にLCAのデータベースの調査を依頼した｡
(2)LCIの前提条件
1) 自動車のライフサイクルの段階及びシステム境界
通常,自動車のライフサイクルは図3に示す原料採掘 ･素材生産から廃棄 ･リサイクルまでの4
図3 乗用車のライフサイクルにおける各段階
｢ 一~" I-~I" --" ~日 日 一 T一一" ー~~~" ~ー- -~~ー
凍 _勲降嫁辱輸送 -:如 {二 二'詣 =?.tI註=輸送 輸送 廃 棄
>茸 =aLJ観象 LiLl=li > > リサイクル
…萎鼎 .-≡;:撃 搬
(注)原料採掘についてはガラス,プラスチック,ほとんどの特殊鋼材は含まれているが.銑鉄,
普通鋼材,非鉄金属,一部の特殊鋼財は含まれていない｡詳細はp54参照のこと｡
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段階と各段階間の輸送を範囲とする｡ しかし,本論文では主として図3の中で網掛けをしている部
分を取り扱っているので,廃棄 ･リサイクルの段階,輸送,いくつかの部分の原料採掘は取 り扱っ
ていない｡
2) 試算項目
本試算の対象となるのは,自動車のライフサイクルにおける ｢原料採掘 ･素材生産 (以下では素
材生産と略称)｣,｢部品製造 ･自動車製造 (以下では製造と略称)｣,｢走行使用 (以下では走行と略
称)｣の3段階におけるエネルギー消費量とCO2,SO2,NOxの排出量である｡
3) 対象モデル車の設定仕様
日本における車型と車重は未踏科学技術協会 (1995)(6)のデータを,燃費と年走行距離と耐用年
数は小林氏 (1997)(7)のデータを引用した｡台湾におけるデータは陳宏仁氏 (1997)(8)の調査資料か
ら引用した｡ 内容は表8に示す｡
表8 日本と台湾における乗用車の設定仕様
日 本 台 湾
車型 1992年の小型車★ 1994年の平均乗用車★
車重 820kg 800kg
年走行距離 1000km 20000km
燃費 13.8km/1 llkm/1
(注)★ :車型として,日本も台湾も1300ccの排気量である｡
4) 計算手法
日本は基本的に積み上げ方法とし,台湾は産業連関方式を用いた｡両方式の計算方法については,
第 2章インベントリー分析の内容を参照しながら説明する｡
① 積み上げ法
計算対象となるシステムの各プロセスにおける各素材の投入と産出といった環境負荷の排出量を
各素材ごとに計算し,文字どおりに積み上げて総計し,全体を計算する｡
計算式で表すと,
∑各素材の環境負荷-∑ (各素材の環境負荷原単位×各素材の消費量)
となる｡
② 産業連関法
産業連関法は,産業連関表における自動車部門が自動車を生産するために直接に投入した燃料に
よる環境負荷の排出 (直接効果)と,間接に国内生産への波及効果による環境負荷の排出 (間接効
莱)から自動車の ｢素材生産段階｣と｢製造段階｣の環境負荷量を求める方法である｡
計算の仕方は以下のようである｡
(a)直接効果 :まず産業連関表における自動車部門の燃料消費をエネルギーバランス表から求め,
環境負荷を計算する｡これは自動車部門の直接排出量 (Ciとする)である｡
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -81一
次に･自動車の直接排出量を自動車部門の国内生産額Ⅹiで除し,自動車部門の環境負荷の直
接排出係数 (これをDiという)を求める｡
l
つまり,Di-Ci/Ⅹiである｡
(b)間接効果 :一方,産業連関表取引基本表を正方行列化した上で計算によって得られる投入係
数行列Aをもとに,〔LA十 1型の逆行列 (自動車部門をi部門とし,その他の部門をjとする｡
その i行 j列要素をbijとする)を計算し,部門jが生産する財 ･サービスの最終需要 1単
位による部門iの国内生産への波及額bijを求める｡ ここで,Ⅰは単位行列を意味する｡
これに直接排出強度Diを乗じ,波及先の全部門 (i-1,- , n)について合計することで,
部門jの最終需要1単位のために国内で直接 ･間接に排出されるCO2量 (総排出強度,Tj
という)を計算する｡ これを計算式で表せば,
?
?
??
? ?
?? ? ? ??
bij･Di
となる｡
第2節 LCIの試算
この節では,インベントリー分析に必要な原単位データを各文献から収集し,日本と台湾の自動
車における｢素材生産｣,｢製造｣,｢走行｣といった3段階の環境負荷をそれぞれ試算する｡
(1)基本データの収集
一般にインベントリーを作成しようとする時には,製品の製造に関する排出原単位が必要となる
が,データベースが整備されていない現状では文献データの引用に頼らざるを得ない｡以下は本論
文で使った文献から引用した原単位をまとめる｡
1)日本における原単位表の作成
ここで,作成した原単位はエネルギー原単位と環境負荷 (CO2,SO2,No又)原単位である｡エ
ネルギーと環境負荷原単位は各製品それぞれを1単位 (重量など)を作るのに必要な熱量 (熱量単
位)と排出した環境負荷量 (重量など)で示す｡
日本のエネルギーとC02の原単位については,森口氏(9)(1996)が公表した資料を採用した｡
S02の原単位については,｢アジアのエネルギー利用と地球環境｣(10)における石炭の硫黄分及び石
油製品の硫黄分 (単位重量%)より,各燃料中の硫黄含有量を得,同じく｢アジアのエネルギー利
用と地球環境｣における硫黄酸化物排出係数 (SO2換算)より,各燃料のSO2原単位を得た｡ 以上
のデータは原単位表の参考欄に 〔1〕で示すことにした｡
しかし,原油とナフサと都市ガスの資料がないので,原油とナフサはプラスチック処理促進協会
(1993年)(l)のデータを用い,都市ガスは総合エネルギー統計(12)から原料組成の割合で原単位を計算
した｡そして,石油製品の中で重油以降の生産段階の製品の原単位は重油に参照することにする｡
プラスチック処理促進協会と原料組成の割合で原単位を計算したデータはそれぞれ参考欄に 〔3〕
と 〔4〕で示す｡
NOxの原単位については,以上の資料 (〔1〕〔3〕〔4〕)を使用したが,〔2〕はBUWAL(1990)(13)
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のデータを使用したものである｡
以上のデータをまとめ,原単位表を作成し,表9にまとめた｡しかし,S02の原単位は脱硫技術
を考慮していなく,そして,〔1〕のデータを用いたNOxの原単位も排煙脱硝装置のない場合と仮
定する｡この2点は本論の計算結果に過大評価をもたらす可能性が大きいことを留保したい｡
2)日本における素材原単位の収集
自動車の構成素材については,銑鉄,普通鋼材,特殊鋼財,非鉄金属,プラスチック,ガラス,
ゴムなどに大きく分類されている｡銑鉄や普通鋼材,特殊鋼財(ステンレスを除く),非鉄金属等の
エネルギー消費量と原単位 (CO2,SO2,No又)については,未踏科学技術協会 (1995)(14)が公表
したデータを用いた｡プラスチックやステンレス,ガラスの原単位については,産業環境管理協会
(1995)(15)が公表した各素材の原料組成重量をもとに,原単位表のデータを用い,各素材の原単位を
計算した｡すなわち,各素材エネルギー (CO2,SO2,No又)原単位の計算は各素材 1単位が消費
(排出)した各燃料量 (CO2,SO2,NOE量)を各燃料のエネルギー (CO2,SO2,No又)原単位で
乗じた総量である｡検討した結果は表9に示す｡
表9 日本における各燃料の原単位
原単位 工ネルキ`- CO2 CO2 C原単位 原単位 排出係数 排出係数
原撫料種I~ 単位 kcal/kg,L g/Mca g/kg,L g/kg.L
原料炭(国産) kg 770 363_0 2795.1 761.6076294
原料炭(輸入) kg 760 363.(X) 2乃8.8 75ー_7ー66213
一般炭(国産) kg 580 382.14 2216.412 603.9269755
一般炭(輸入) kg 62∝) 379.28 2351.536 640.7455041
原油 L 9250 294.18 2721.165 741.4618529
LNG kg 1300 2〔姫.76 2687.88 732.3923706
天然ガス m(3乗) 98(X) 2休_76 2026_242 552_1111717
揮発油 L 84〔氾 2∝).78 2358.552 642.6572207
灯油 L 89∞ 2糾_08 2528.312 688.9133515
重油 L
ナフサ L 80(X) 278.86 2230.88 607.8692098
石油その他 L
LPG kg 120(刀 250.55 306.6 8192370572
石炭 kg 390.50
コー クス kg. 72(X) 451.(刀 3247.2 884.7956403
都市ガス m(3乗) 0ー0 214_ー0 2141 583.3787466
改質生成油 L 800 294.90 2359ー2 642.8337875
炭化水素油 L 980 322_70 3162.46 861.7057221
石油系炭化水素 ∩(3乗) 940 217_20 2041.68 556.3160763
石油コー クス kg 850 389_10 3307.35 901.1852861
コー クス炉ガス m(3乗) 48∞ 168.67 809.616 220.6038147
高炉ガス m(3乗) 8∝) 1096.33 877.064 238.9820163
転炉ガス m(3乗) 20(刀 767.10 1534.2 418.0381471
電気炉ガス m(3乗) 200 767.10 1㍊4.2 418.0381471
石灰石 kg 447.33
事業用電力 kWh 860 382_41 328.87604 1042
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原燃料種ヽ SO2原単位 単位 S含有量 参考 NO2原単位 単位 参考
原油 1.7024 kg∧ 〔3〕 03925 kg八kg/kg [_3-]〔2〕LNG ◆ 0.13 /t 1 0.874
天然力ス 0_0092 kg/10Gcal 〔り 1.548 kg/t 〔3〕
揮発油 0.0008 kg∧ 0_004 〔1〕 16.71 kg/t 〔1〕
灯さ由 0_0008 kg/t 0.004 〔1〕 1_935 kg/t (3〕
軽連 0.0 kg∧ 0.4 〔1〕 33506 kg/t 〔2〕
重油 0-218 kg∧ 1.09 〔1〕 6B445 kg∧ 〔2〕
ナフサ 2,716 kg∧ 〔3〕 1.841 kg∧ 〔3〕
石埴その他 0.218I .. 壬 ･=:;-:.- 2.065 kg∧ 〔2〕
LPG 0ー0136 kg八 〔1〕 1.806 kg∧ 〔3〕
石炭 0.10385 kg/t 0ー67 〔1〕 0.0085 kg/kg 〔2〕
=_-クス● 0.0735258 kg/t 0.4154 〔1〕 9 kg∧ 〔1〕
都市力ス 0.01312 kg∧ 〔4〕 7.373 kg∧ 〔4〕
石油コー クス 0.218 kg∧ 重油参照 6B445 kg/t 〔2〕
コークス炉ガス 38X kg/10Gcal X 〔1〕 2.29 kg/10Gcal 〔1〕
事業用電力 0.0002 kgAkWh 〔1〕 0.(氾017 kg/kWh 〔3〕
表10 日本における素材製造段階における環境負荷の算定
乗用車構成素材 数量 工ネルf- 工ネルキ●- CO2 CO2 SO2 SO2 NO2 FJO2 l
原単位 原単位 排出量 原単位 排出量 原単位 排出量
単位 kg Kcaf/kglr Kcaf t/t kg kg/t g; kg/t g
銑鉄 16.40 5036.93 82605.57 0.56 9.18 1.33 21.81 2.39 39.20
普通鋼 422.30 I l
棒鋼 5.70 4424,37 25218.90 1.21 6.90 1.23 7.01 1.88 10.72
熱延鋼板 95.10 4377.52 416302.53 1_18 112.22 1.22 116.02.l 1.87 177.84
冷延薄板 114.80 4827.32 554176.57 1.52 174_50 1_34 153.83 1.95 223_86
高張力鋼板 30.30 4827.32 146267.86 1.52 46.06 1.34 40.60 1.95 59.09
亜鉛メッキ鋼板 114.0 5287_39 602762.80 1.87 212.95 1.47 168.04 2.02 230.39
表面処理鋼板 41.80 5287.39 221013.03 1.87 78.08 1.47 61.61 2.02 84.48
銅管 15.60 4758.31 74229.64 1.47 22.85 1.35 21.ll 1.93 30.17
その他 4.90 4827.32 23653,88 1.52 7.45 1.34 6.57 1_95 9.56
特殊鋼 116.40
炭素鋼 44.30 9896_85 438430.46 3.27 144.99 0.15 ■6.65. 5.93 I262.83
合金鋼 28_70 9896.85 2糾039.60 3.27 93.94 0.15 4.31 5.93 170.28
快削鋼 15.60 9896.85 154390.86 3.27 51.06 0.15 2.34 5.93 92.55
ステンレス 10.70 9896.85 105896.30 3.27 35.02 0.15 1.61 5.93 a
ばね鋼 9.80 4424.37 43358.81 1.21 ll.86 1.23 12.05 1.88 18.42
軸受鋼 4.90 4424.37 21679.40 1.21 5ー93 1.23 6.03 1.88 9.21
その他 2.50 9896.85 24742.13 3.27 8.18 0.15 0.38. 5.93 14_83
非鉄金 69.70 0.α) 0.00 0.00
鍋 9.80 3346.50 32795.74 0.94 9.18 18.72 183.42 0.79 .7.74
鉛 13.10 5993ー96 78520.87 2.52 33.01 7.89 103.37 1.45 19.02
亜鉛 2.50 8491.01 21227.53 2.32 5ー80 12.55 31.39: 1.91 4.79
プラスチック 66.40
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ポリプロピレン PP 30.30 16246.62 492272.59 1.08 32.66 2.35 71.05 3.53 107.05
ポリエチレン PET 8.20 21796_06 178727.69 1.25 10.28 2.30 18.85 5.90 48.40
塩化ビニル PVC 8.20 10712_46 87糾2_17 1_48 12.12 1.09 8.90 2.87 23.53
ABS樹脂 7.40 20634.61 152696.ll 2.54 18.80 2_28 16.85 4.82 35.65
ポリウレタン FUR 9.00 22690.00 204210.00 3.38 30.38 2.37 21.33 6.15 55.34
その他 1.60 22690.舵 36304.00 3.38 5_40 2_37 3_79 6.15 9.84
ガラス ガラス 26.20 3763.35 98599.77 1.98 51.93 0.08 2.02 1.08 28_37
ゴム ゴム 40.20
その他 その他 62.30
3) 台湾における原単位
台湾の原単位については,台湾経済部能源委員会 (1993)(16)が公表 した各部門のエネルギー,C
02,SO2,NOxの排出係数を使用した｡S02の原単位については,この排出係数をもとに,台湾中
県顧問会社 (1991)(17)の硫黄含有量 (重量%)のデータより,各燃料の原単位を求めた｡ 計算に必
要なこれらの燃料の原単位は表11に示すようである｡
表11 工業部門における環境負荷の原単位 :kg/10Gcal
燃料部門 汚染物 灯 油 燃料油 ガソリン LPG LNG ディーゼル
工業部門 CO2 881.5 3206.81 2872.44 2614.07 337.05 3070.01
SO2 1.7S 20.7S 21.8S 28.3S 0.01 19.32S
S含有量(鶴) 0.08 2 0.13 0.0136kg/t 1.0
出典 :台湾経済部能源委員会,『中華民国八十四年台湾能源平衡表』,1993,より作成｡
以下の内容において,台湾における自動車の各段階におけるエネルギー消費やCO2,SO2,NOR
排出量等の算出はこれらの原単位をもとに計算される｡
(2) 推計方法と試算結果
1) 日本におけるLCI
(∋ 素材生産段階
素材の種類及び構成比として,未踏科学技術協会 (1992年度)(18)が自動車工業会から調査 した小
型乗用車における原材料構成比と実際重量 (820kg)を用いた｡
表5に各素材の重量構成を示す｡各素材のエネルギー消費やCO2,SO2,NOx排出量等の計算の
しかたはそれぞれ以下の通りである｡
素材エネルギー消費量-素材エネルギー原単位×素材消費量 〔1〕
素材CQ2排出量-素材 CO2原単位×素材消費量 〔2〕
素材 SO2排出量-素材 SO2原単位×素材消費量 〔3〕
素材NOx排出量-素材NOx原単位×素材消費量 〔4〕
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -85-
素材生産段階の環境負荷量-∑ (各素材の環境負荷原単位×各素材の消費量)〔5〕
以上,｢日本における素材原単位の収集｣での素材原単位と 〔1〕- 〔4〕の計算式を使い,各素
材のエネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量が算出できる｡ 本論文で利用した各素材の原単位
の出所は参考欄に示している｡ そして,原単位データの収集状況により,環境負荷算出の際には
｢計算上の処理｣に示すように,構成素材をまとめる｡素材生産段階におけるエネルギー消費量と
CO2,SO2,NOx排出量は式 〔5〕に示すように各素材のエネルギー消費量とC02,SO2,NOx排
出量の加算値である｡ 結果は同じく表3に示す｡このステージにおいては,エネルギー消費量と
CO2,SO2,NOx排出量がそれぞれ6546.4Mcal,1622.48kg,1.81kg,2.25kgとなった｡
表12 日本における乗用車の素材 ･重量構成
義盛 16.4 2.0鋲鉄 未踏科学技術協会
普通鋼材 422.3 5一.5 ~ー
棒鋼 5.7 0.7棒鋼 未踏科学技術協会
熱延鋼板 95.1 ll.6熱延鋼板 ~~1未踏科学技術協会
冷延薄板 tl4_8 14_0冷延薄板 未踏科学技術協会
高張力鋼板 30.3 3,7冷延薄板 未踏科学技術協会
亜鉛).}キ鋼板 一一4 3ー.9亜鉛).}キ鋼板 未踏科学技術協_会
表面処理鋼 41.8 5.1亜鉛メッキ鋼板 未踏科学技術協会
銅管 15.6 1.9銅管 未踏科学技術協会
その他 4.9 0.6冷延薄板 未踏科学技術協会
特殊鋼材 116,4 14.2
炭素鋼 ｢ .- ≡; :冒 5.4ステンレス (産環協)より試算合金 35 壷亮 1
快削鋼 15.6 1.9ステンレス (産環協)より試算
ステンレス 10.7 1.3ステンレス く産環協)より試算
ばね鋼 9.8 1.2棒鋼 未踏科学技術協会
軸受鋼 4.9 0.6棒鋼 未踏科学技術協会
L iの他 2.5 0.3ステンレス (産環協)より試算
非鉄金属 69.7 8.5
r r* 9.8 1.2* 未払科学技術協会
鉛 13.1 1.6鉛 未踏科学技術協会
liL アルミニウム 42.6 5.2アルミニウム 未踏科学技術協会
その他 1.6 0.2 省略
i[70ラスチ?ラlrL -ポリスチレン 66.4一6 8.ー02ポリスチレン (産環協)より試算
ポリプロピレ､ 30.3 3.7ポリプロピレン (産環協)より試算
ポリエチレン 8.2 1.0ポリエチレン._一_(産環塵j._圭旦基鼻 .
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ABS樹脂 7.4 0.9ABS樹海 (産環協)より試算
ポリウレタン 9 1.1ポリウレタン (産環協)より試算
その他 1.6 0.2ポリウレタン (産環協)より試算
ガラス 26.2 31ガラス (産環協)より試算
ゴム 40.2 4.9 省略
その他 62.3 7.6 省略
(注)(産環協)より試算は,産業環境管理協会の素材エネルギー構成データを用い,本論文の原
単位 (表9)を使って計算した意味である｡
(参 製造段階
製造段階では,大きく分けると自動車加工組立と専業製造業が作ったタイヤ,蕃電池,ガラスな
どの部品との2部分がある｡
(a) 自動車加工組立
自動車組立工場では対象車種だけでなく.他の車種も同じに組み立てている｡このため,対象車
種の組立における環境負荷だけを定量化することは不可能である｡そこで,石油等消費構造統計
表(19)の自動車 ･同付属品製造業と自動車統計年報(20)のデータから1994年度の自動車 (10554119台)
を生産するためのエネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量が算出された｡加工組立で使った各
燃料の消費量は表6-1に示すようである.結果として,表13に示すように,自動車一台当たりの
エネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量はそれぞれ3970.3Mcal,1410kg,0.43kg,1.46kgとなっ
た｡
表13 製造段階における各燃料の消費量
製 造 段 階 単 位 加 工 組 立 蓄 電 池 タイヤ .チューブ ガ ラ ス
製造 製造 製造 製造
揮発油 kl 88360 36 651 59
灯油 kl 273929 4538 12973 1511
軽油 kl 67515 4491 267 114
A重油 kl 559664 22948 58743 4927
B重油 k1 5080 127627
C重油 kl 141003 127627 456715
炭化水素油 k1 2493
液化石油ガス t 327488 6907 12008 21677
コークス炉ガス 103 t 5864
石油系炭化水素ガス loユ t. l5
石油コークス t 10985
石炭 t 274962 37480
石炭コークス I 205002
液化天然ガス t 35640
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天然ガス loユ t 2308
都市ガス loユ t 464663 17429 14245 6921
出典 :通商産業大臣官房調査統計部編,『石油等消費構造続計表』,1994より作成｡
(b) 専業部品製造
自動車メーカーは蓄電池やタイヤ ･チューブ,ガラスなどの専業部品を部品メーカーに頼ってい
るとする｡加工組立と同じ計算方法で,石油等消費構造統計表 (1994)と自動車統計年報 (1995)
のデータから計算した｡自動車一台当たりを生産するための蓄電池のエネルギー消費量とCO2,
SO2,NOx排出量はそれぞれ96.7Mcal,0.03kg,0.01kg,0.03kgとなった｡同様に,タイヤ･チュー
ブは501･8Mcal,0･17kg,0･04kg,0･26kgで,ガラスは150.95Mcal,0.05kg,0.004kg,0.09kgとなっ
た｡これらの各燃料の使用量を表6-1に,結果を表14に示したようになる｡
表14 製造段階における自動車一台当たり環境負荷排出量
環 境 負 荷 単 位 加 工 組 立 蓄 電 池 タイヤ.チユ-フ ～ ガ ラ ス
エネルギー Mcal 3970_32 96.70 501.82 150.95
CO2 kg 1410.07 33.21 171.58 45.73
SO? kg 0_43 0.01 0.04 0
(勤 走行段階
生涯走行距離と燃費から総走行エネルギー消費量を求め,走行段階におけるCO2排出量を算出す
る｡ S02とNOx排出量については,早見 (1992)が算出した乗用車における一台キロ当たりの汚
染物質排出量原単位を用い,計算した(21)｡全国の平均速度 (36.5kg/hr)の下で乗用車における台キ
ロ当たりのSO2, NOx排出量原単位はそれぞれ0.036g/km,0.843g/kmであり,これが生涯走行距
離を乗じ,生涯走行におけるSO2,NOxの排出量を計算する｡
表15 走行段階における前提条件および計算結果
前 提 条 件 日 本 台 湾 単 位
耐 用 年 数 9.3 10 午
燃 費 13.8 ll km/I
平 均 時 速 36.5 30 km/hr
揮 発 油 c o 二 原 単 位 2.36 2.24 kg/I
一台キロ当た りSO2排出係数 0.036 0.116 g/km
一一台キロ当た りNOx排出係数 0.843 1.620 g/km
一台当た りエネルギー消費量 56608.70 141818.18 Mcal
一 台 当 た り CO三 排 出 量 21452.82 40736.42 kg
一台 当 た り SO2 排 出 量 3.35 23.20 kg
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この段階では,前提条件と計算結果を表7に示すように,エネルギー消費量とCO2,SO2,No又
排出量がそれぞれ56608.7Mcal,21452.8kg,3.35kg,78.4kgとなった｡
2)台湾におけるLCI
台湾の自動車における各素材のデータや製造に投入するエネルギーデータが,いまの段階では不
充分なので,積み上げ方式で計算するのが不可能である｡本論文は産業連関法で計算する｡
① 直接効果
台湾の自動車生産部門は台湾エネルギーバランス表(2)の運輸工具製造業の一部に含まれる｡これ
を仮に自動車生産部門とみなすことにより,台湾エネルギーバランス表の運輸工具製造に対照 し,
台湾の産業連関表(23)での098-102部門を自動車生産部門とする｡このような分類によって,台湾は
1994年に自動車生産部門の生産価格が470631百万元となる｡ そして,台湾工業統計月報(24)により,
乗用車一台当たりの価格は0.375百万元である｡
台湾エネルギーバランス表の運輸工具製造業部門の各投入燃料量と各燃料の原単位のデータを用
い,運輸工具製造業部門のエネルギー消費総量とCO2,SO2,NOx排出総量が算出された｡いわゆ
る,自動車を生産するための直接効果である｡ これらの総量を生産価格と乗用車価格で換算すると,
自動車一台当たりの直接効果が算出できる｡ 表16,17に示すように,自動車一台当たりのエネルギー
表16 台湾における運輸工具製造部門の環境負荷 (直接効果)
燃 料 別 単 位 数 量 発 熱 量 CO,排出量 SO,_排出量 NOx排出量
単 位 lOGcal kg kg kg
液化石油気 kl 31982 21220 55470565.40 0.ll 54323.20
ガソリン kl 4948 3859 11084745.96 8412.62 11885.72
灯油 kl 614 522 2026143 887.40 1252_80
_.ヾアイ-ゼル kl 11094 9763 29972507.63 188425.90 26652.99
燃料油(台) kl 28384 26113 83739429.53 540539.10 227183.10
LNG 103. 142 141 329524.05 1.41 351.09
事業用発電 MWh 1238995 106554 643876655.49 4318795.18 1657824.48
表17 台湾における自動車一台当たりの直接間接効果
単 位 エネルギ一畳 COユ排出量 NO:排出量 SOx排出量
kg 1681720000 826499571.06 5057061.72 1979473.38
生産価格 百万元 470631 470631 i 470631 470631
直接排出係数 kg/百万元 3573.33 1756.15i 10.75 4.21
乗用車佑格(台 百万元 0.38 0.38 0.38 0.38
台直接排出量 kg/台 1340.00 658.56 4.03 1.58
間接排出量 t/百万元 36826_67 13.03 0,04 0.03
台間接排出量 t/育 13810.00 4.89 0.02 0.01
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消費量とCO2,SO2,NOx排出量がそれぞれ1340Mcal,658.6kg,3.69kg,1.58kgとなった｡
(参 間接効果
間接効果については,林素貞ら(25)(1997)が公表した運輸工具製造業部門のエネルギー消費とC
02,SO2,NOx排出の間接排出量を使用した｡これにより,自動車一台当たりのエネルギー消費
量とCO2,SO2,NOx排出量がそれぞれ13810Mcal,4886.2kg,15.8kg,12.9kgとなった｡ 計算と
結果は表8-2に参照する｡
産業連関法で計算したので素材の分類を詳細に行うことが困難なので,素材の相違について分析
することが出来ないことを示した｡以上,産業連関法で求めた直接効果と間接効果におけるエネル
ギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量の和は,積み上げ法で求めた自動車の ｢素材生産段階｣ と
｢製造段階｣におけるエネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量の和に相当する｡
(勤 走行段階
生涯走行距離と燃費から総走行エネルギー消費量を求め,生涯走行によるCO2排出量を算出する｡
S02とNOxの排出量については,中県顧問会社(26)(1994)が公表した乗用車における一台キロ当た
りの汚染物質排出量原単位を用い,計算した｡全国の平均速度 (30km/hr)の下で乗用車における
一台キロ当たりのSO2,NOx排出量原単位はそれぞれ0.116g/km,1.62g/kmであ り,これが生涯
走行距離を乗じ,生涯走行におけるSO 2,NOxの排出量を計算する｡ 前提条件 と計算結果につい
ては表7に参照する｡
この段階では,エネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量がそれぞれ141818.2Mcal,40736.4
kg,23.2kg,324kgとなった｡
以上は日本および台湾の自動車における各段階のエネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量の
推計方法と試算結果である｡各段階のエネルギー消費量と環境負荷C02,SO2,NOx排出量ごとに
加算することにより,自動車のLCIが計算される｡それを推計した結果を図4-1 (日本の場合)
と図4-2 (台湾の場合)に示す｡
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図4-1 日本における各環境負荷での各ステージの占める割合
日 本 エネルギ一畳 CO2排出量 SO2排出量 NOX排出量
素材生産段階 6546.4 1600.96 1.68 2.23
製 造 段 階 4719.79 1011.44 0.29 1.12
走 行 段 階 56608.7 21452.82 3.35 78.4
合 計 67874.89 24065.22 5.32 81.75
図4-2 台湾における各環境負荷での各ステージの占める割合
台 湾 エネルギー量 CO2排出量 SO2排出量 NOX排出量
間 接 投 入 13810 4886.25 15.82 12.86
直 接 投 入 1340 658.56 3.69 1.58
走 行 段 階 141818.18 40736.42 23.2 32.4
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以下,表18-1-18-4は日本と台湾における全段階における環境負荷の総計
表18-1 日本と台湾における自動車一台当たりのエネルギー消費量<単位 :Mcal>
エネルギー消費量 日本 比率 台湾 比率
素材生産段階(間接投入) 6546.4 9.64% 13810 8.80%
製造段階 (直接投入) 4719.79 6.95% 1340 0.85%
走行段階 56608.7 83_40% 141818.18 90.35%
表18-2 日本と台湾における自動車一台当たりのCO2排出量<単位 :kg>
CO‥排日.i量 日本 比率 台 湾 比率
素材生産段階(間接投入) 1622.48 6.56% 658.56 1.42%
製造段階(直接投入) 1660.58 6.71% 4886.25 10.56%
走行段階 21452.82 86.73% 40736.42 88.02%
合計 24735.88 loo.00% 4628卜23t lOO.00%
表18-3 日本と台湾における自動車一台当たりのSO2排出量<単位 :kg>
SO= 排出量 日本 比率 台 湾 比率
素材生産段階(間接投入) 1.81 32_05% 15.82 l 36.75%
製造段階(直接投入) 0.487 8.62% 4.03 9.36%
走行段階 3.35 59.32% 23.2 I 53.89%
表18-4 日本と台湾における自動車一台当たりのNOx排出量<単位 :kg>
NOx排出量 日本 比率 台湾 比率
素材生産段階(間接投入) 2.25 2.73% 12.86 3ー80%
製造段階(直接投入) I.843 2.23% I.58 0.47%
走行段階 78.4 95.04% 324 95.73%
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第3節 試算結果の考察
以上の試算結果を｢各段階別の環境負荷｣,｢日本と台湾の比較｣,｢軽量化による環境負荷の変化｣
という3つの側面で考察する｡
(1)各段階別の環境負荷
日本と台湾におけるエネルギー消費量とCO2,SO2,NOx排出量について,3つの段階の相対的
な比較を以下のように検討する｡
日本において,エネルギー消費量,CO2排出量を見ると,いずれも｢走行｣段階の占める割合が
8割以上を占めている｡台湾において,年走行距離が日本の2.15倍となるので,｢走行｣段階は約
9割を占めている｡
SO2排出量では,日本において ｢走行｣段階の占める割合が約6割弱と,エネルギー消費量,
CO2排出量で占める割合よりも少ない｡台湾において,年走行距離の影響があるにもかかわらず,
占める割合は日本とあまり変わらない｡
NOx排出量では,日本も台湾も同じく ｢走行｣段階の占める割合が約9.5割合を占めている｡エ
ネルギー消費量,CO2,SO2排出量で占める割合よりも大きい｡このことから,素材生産段階と製
造段階において.固定汚染源として最も少なく排出されるのはNOxであるということがわかる｡
以上の分析から見れば,自動車は｢走行段階｣において消費されるエネルギーやそれに伴う環壁
負荷が大きいことが明らかになった｡このことにより,自動車にとって｢軽量化｣や｢代替燃料車｣
などによってライフサイクル的な燃費を改善し,エネルギー ･環境負荷を低減することが重要な課
題であることがわかる｡また,道路の整備によるキロあたりNOx排出係数の低減がNOx排出量を
低減することができる｡
(2) 日本と台湾の比較
3つの段階にわたって,台湾におけるエネルギー消費量CO2,SO富,NOx排出量の値を100とし
た日本のエネルギー消費,CO2,SO2,NOx排出量の値はそれぞれ43.2,53.4,13,24.4となる｡つ
まり,日本のエネルギー消費量とCO2排出量は台湾の約50%となっており,SO2排出量は13%,
NOxは24%となる｡
このような大きな差異が起こるのが,台湾の生涯走行距離は日本の2倍という前提条件が大きな
原因であるのはいうまでもなく,以下は別の側面で原因を検討する｡
エネルギー消費について,日本が台湾より少ない理由は石油ショック以降,強力に省エわ レギー
を押し進めたからである｡表10に示すのは1975年と1987年における日本と台湾の化石燃料消費量と
そのエネルギー源構成である(27)01975年から1987年の20年間で日本のエネルギー消費量がほとんど
変わらないのに比べ,台湾はほぼ2倍になった｡
その上で,エネルギー源構成から見れば,日本は石油,石炭についてはあまり変わらなく,ガス
が5倍にもなった｡これに対し,台湾は石油から石炭の使用へ移り,また,ガスの使用も3倍も減っ
た｡このようなエネルギー消費構造の変化は台湾のCO2排出を増加させるのにつながっている｡
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表19 1975年及び1987年における日本と台湾の化石燃料消費源構造 (単位 :1000toe)
国名 午 石炭 石油 ガス エネルギー消費量総計(%) (%) (%)
日本 1975 57,130 19_1 233,910 78.2 8,150 2.7 299,190
1987 66,840 21.5 207,700 66.7 36,820 ll.8 311,360
台湾 1975 2,156 15.5 10,466 75.3 1,275 9.2 13,897
出典 :科学技術政策研究所編,『アジアのエネルギー利用と地球環境』,大蔵省印刷局,1992,p.60
より作成
SO2排出量については,以上のようなエネルギー消費の増大とエネルギー構造の変換にも影響を
受けるが,硫黄含有量の多寡,台キロあたりのSO2排出係数と脱硝装置の有無も影響の要因である｡
本論文で用いた原単位は脱硝装置が設置していないという前提があるので,ここで検討しない｡硫
黄含有量について,表20に示すように,台湾の方が日本より数値が大きい｡前提条件により,台湾
の台キロあたりのSO2排出係数は日本の3倍強となっている｡台湾のSO2排出量が日本より大きい
理由はこの4つの原因の寄与である｡
表20 日本及び台湾における化石燃料の硫黄含有量 (単位 :%)
国 名 石 炭 ガ ソ リ ン 灯 油 軽 油 重 油
日 本 0.67 0.004 0.004 0.4 I_09
NOx排出量について,日本と台湾とも｢走行｣段階での排出が全段階の95%を占めているが,台
湾が日本より4倍多く排出した｡ここで,｢走行｣段階のNOx排出量に影響する原因を検討する｡
これらの原因が年走行距離と台キロあたりのNOx排出係数である｡ まず,前提としての年走行距離
について,台湾は日本より2倍強となっている｡そして,用いた台キロあたりのNOx排出係数に
ついて,台湾は日本の倍である｡この2つの原因により,台湾のNOx排出量は日本の4倍となっ
た｡
(3) 軽量化による環境負荷の考察
台湾のインベントリー分析は,産業連関法で計算したので素材の分類を詳細に行うことが困難な
ので,素材の相違について分析することが出来ないことを示した｡ここで,日本における素材生産
段階は積み上げ法で計算したから,上の計算結果に基づいて1992年と同車種の1980年モデル(諮)の素
材生産を計算した結果と比較し,素材構成の相違による環境負荷の変化を定量化し,検討する｡
1980年と1992年の自動車の素材構成は表21に示す｡ここで,1992年と1980年のモデルを同一の重
量に設定し (1992年の実際の重量である820kgに設定),1980年のモデルは当時の一般的な材料構成
比から,構成材料のそれぞれの重量を求めた｡
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表21 日本における1980年と1992年の自動車の素材構成
構成比率(%)銑鉄 普通鋼材 特殊鋼財 鍋 鉛 亜鉛 アルミ ラースチック がラス
1980年モデ′レ 2.8 60.5 14-7 0.8 0.8 0.3 3.3 4.7 3.1
そして,1980年の素材原単位のデータが欠如しているので,表3の1992年の素材原単位を用いて
1980年の素材生産段階の環境負荷を計算した｡1980年と1992年との計算結果は表22にまとめた｡
表22 1980年及び1992年の素材生産段階におけるエネルギー消費と環境負荷排出量
素材生産段階(kg) ネルギー消費量 02排出量 SO=排出量 NOx排出量
1980年モデル 5652.46Mcal 1509.31 1.47 2.13
1992年モデル 6546.40Mcal 1622_48 1_81 2.25
1980年以降,自動車の安全性,快適性の追求による素材使用の増加が環境負荷を増やさせた原因
で,素材使用の転換による重量の削減や燃費の向上を図るには｢軽量化｣が研究されつつある｡ 本
論文は1980年以降の｢軽量化｣の結果を自動車の素材生産段階における環境負荷の変化で検討する｡
① 表21に示すように,｢軽量化｣のために銑鉄の使用の代わりに,非鉄金属 (鍋,鉛,アルミ)
とプラスチックが使われてきた｡自動車の重量が同じ820kgの設定で1980年と1992年の環境負荷の
排出が違う (表13)｡つまり,1992年の環境負荷が1980年より多く排出された｡このことから,自
動車の安全性,快適性を高めるために環境負荷の高い部品の登載を多くすることが全ライフサイク
ルでの環境負荷を高める結果になり兼ねないことを示唆している｡
② 図5-1-5-8に示すのは,各環境負荷における各素材の占める割合である｡図からわか
るように,素材の代替使用により,環境負荷の増加だけでなく各素材の占める割合も違ってくる｡
軽量化の改善によってエネルギー,CO2,SO2,NOx排出量の増加率がそれぞれ15.8%,7.5%,
23.1%,5.6%となった｡これを第2章第4節で考察した ｢インパクト分析｣から見れば,｢地球温
暖化｣に寄与するC02の増加量が ｢酸性雨｣に寄与するS02の増加量より少ないので,｢軽量化｣
によって ｢地球温暖化｣の対策になるかもしれないが,｢酸性雨｣を深刻化させる可能性もある｡
つまり,環境負荷の転嫁問題が起こる｡ 第一章で述べたように,ゼロ･エミッション技術がある系
にしか注目しないと環境負荷の転嫁問題が起こるのと同様である｡
しかし,LCIの角度から見れば,｢軽量化｣による燃費の向上が実現されれば,自動車のライ
フサイクルの環境負荷が低減できる｡ 本論文がそこまでの実証はしないが,野村総合研究所の資料
を引用する｡野村総合研究所の資料では,アルミ化やプラスチック化といった軽量化による材料構
成比及び重量の変化により,消費エネルギーは,材料製造で1.lo悟,走行使用時0.9倍,加工組立は
不変となり,8年間の使用における総消費エネルギーは8.0%の低減になるとしている(盟).これは自
動車の生涯にわたって,｢走行段階｣における環境負荷が｢製造段階｣と｢素材生産｣よりも大きく
排出されるわけである｡
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19∝)年モデル 銑鉄 普通斜材 特殊辞材 網 鉛 亜鉛 アルミ プラスチック ガラス
エネルギー 115.85 236722 I(冶6_74 22.09 39.56 2一.23 1222_17 68之02 95_59
1992年モデル 銑鉄 書道界材 特殊角材 萌 鉛 亜鉛 アルミ プラ入テフク ガラス
l980年モデル 銑鉄 音速斜材 特殊角材 * 鉛 亜鉛 アルミ 7ラスチック ガラス
CO2 12.8 733.ll 354,41 6_18 16.6 5.8 246_88 83.0 50_34
1992年モデル 銑鉄 書道鎖材 特殊解材 鍋 鉛 亜鉛 アルミ プラスチック ガラス
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1980年モデル 銑鉄 書道8I材 特殊■材 fl 鉛 亜鉛 アルミ フうス千.Jク ガラス
SO2 30.59 65&64 39.38 2ー153 52.08 31_39 45878 76_2 _ー96
1992年モデル 銑鉄 f連れ材 特殊中村 A 鉛 亜鉛 アルミ プラスチック ガラス
1980年モデル BB fiLJ材 特殊井村 ■l 鉛 亜鉛 アルミ アラステフウ ガラス
N○x 5497 961_79 636.27 5_21 9.58 4.79 256_96 174.8ー 27.5ー
1992年モデル 銑鉄 f亜群材 特殊早材 Fl 鉛 亜鉛 アルミ プラスチック ガラス
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第4章 まとめ
第 1節 試算結果について
本研究では基本的にはLCAの手法を用いてインベントリー分析を行ってきた｡インベントリー
分析に基づいた積み上げ法と産業連関法で日本及び台湾の自動車の環境負荷を定量した｡さらに,
この試算結果によって環境に優しい自動車づくりのあり方を分析し,近年｢安全性｣や｢快適性｣を
追求してきた｢軽量化｣の環境をも検討し,そして｢台湾と日本の比較｣によって台湾で多 く排出し
た環境負荷の原因を考察した｡
その結果,自動車のライフサイクルにおける｢走行｣段階から排出された環境負荷量が一番多い
ことと,｢軽量化｣によって ｢快適性｣や ｢安全性｣を追求する際には,環境負荷の低減にも目を
向けるべきことを明らかにした｡そして,自動車から排出された環境負荷量から見れば,｢日本と
台湾の比較｣で述べたように,台湾がエネルギー消費構造を石油,石炭-の依存から天然ガス-代
えない限り,環境負荷は悪化していく可能性が高いことを明らかにした｡今年度から,台湾では環
境管理に対応するために,LCAに関する基礎データの構築をやり始めることになった｡今回,本
論の台湾における自動車LCIの算出を台湾がLCIデータベースを構築する際に一つの参考デー
タとして役立てることを期待したい｡
第2節 試算に関する問題点と今後の課題
今回の試算には,残された問題点がたくさんあるが,こういった問題点を今後の課題として以下
にまとめておく｡
① 今回の試算,前提条件における境界の設定については,｢輸送｣と｢廃棄 ･リサイクル｣との
2つの段階を含まなかったので厳密な意味での自動車のインベントリー分析を導くまでには至って●
いない｡今後,この2つの段階をも取り入れて研究しつづけたい｡しかし,各自動車LCIの実証
研究文献による｢素材生産｣,｢製造｣,｢走行｣の3段階は主要な排出源であることから考えれば,
本論から得られた結果は環境に優しい自動車づくりのあり方を探ることも可能であろうと考えられ
る｡
② インベントリー分析に必要な原単位データは,今まで研究されてきた文献から引用したもの
であるが,今後,構築された ｢データソフトウェア｣や実際調査から得られたデータを利用するこ
とによって,もっと完全的 ･精密的なインベントリー分析をすることを今後の研究課題としたい｡
③ 日本ではC02を対象とする自動車のLCI実証研究しか公表していないが,本論文ではあえ
てS02とNOxも取り入れて試算した｡しかし,結果の正確性は留保して研究データが公表された
後日を期して検討することにしたい｡
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④ 台湾の資料が欠如しているので,今回の試算は産業連関法で全国の平均的な数値しか求めら
れず,また,台湾における産業連関表は150部門しか分類しないので,求めた結果の精密性につい
て疑問がある｡ 今後,台湾の各産業のデータの公開による基礎的な素材データの構築がインベント
リー分析にとって重要である｡
現在,地球温暖化やオゾン層破壊,酸性雨など様々な地球環境問題の深刻化に伴い,社会や経済
のあり方,さらには我々の価値観やライフスタイルを環境にやさしいものに転換し,持続的発展が
可能な環境保全型システムを構築しなければならない時期を迎えている｡ このように,地球環境問
題の解決に向けては,国民,企業,行政がともに環境への負荷が極力少ない行動を取るよう努力す
ることが求められている｡本論文はこの考えを基本にして,｢真の環境負荷の低減のあり方｣につ
いて検討を行ったものである｡ 人間が発生させる環境-の負荷は,その多くが製品 ･サービスを生
産 ･消費 ･使用することによって発生している｡従って,製品 ･サービスの｢生産一消費 ･使用一
廃棄｣という一連のプロセスにおける負荷を低減させることにより,環境への負荷が極力少ない行
動が可能となる｡このような製品 ･サービスの_｢生産一消費 ･使用一廃棄｣ というライフサイクル
全体を通して環境への負荷を把握し,評価する手法として ｢製品ライフサイクルの環境負荷評価
(LCA)が注目を集めている｡
LCAの研究は,1969年のコカコーラ社の委託によるMRIの研究に端を発 しているが,歴史的に
はPPBS(PlanningProgrammingandBudgetingSystem),TA (TechnologyAssessment),環
境アセスメント (EIA)とつながるアセスメントの系譜と,エネルギー分析 (EA),エネルギー収
支分析のアナリシスの系譜につながっている｡LCAがこの二つの系譜違う点は対象が一般的製品
であり,そして,意志決定するのが市民であるのと環境影響を包括的に捉え評価しようとしている
点である｡LCAには,物理的,科学的にある程度計算できるインベントリー分析 と主観の入る分
類 (クラシフィケーション),特性解析 (キャラクタリゼーション),評価 (バリュエーション)の
ステップがある｡主観の入るステップが必要な理由は,LCAの目的である製品 ･サービスの環境
面での改善と実際の行動 ･選択の直接の影響である環境負荷 (CO2,SO2,NOxなどの排出量)と
の間の関係が自然科学的法則だけで決まるのではなく,価値観を含んで決まるからである｡LCA
は,このような価値の問題を含む問題において,できる限り主観を含む部分を切 り分け,可能な限
り合理的議論を行おうとするものである｡ LCAが標準化され普及すれば製品 ･サービスの "環境
調和性"をある程度客観的に測り,環境ラベルをつけて緑の消費者に優先的に購入してもらったり,
環境ラベルを政府等公共機関の調達条件とすることも可能であろう｡ このようにして,LCAを意志
決定の支援手法として持続的発展が可能な環境保全型の生産と利用とリサイクルシステムを構築 し
ていくことが,LCAが注目される理由である｡
LCAの手法は,いまだに統一されていないが,インベントリー分析とインパクト評価を中心と
してその基準化のための多くの研究が行われている｡本論文はそれらの方法論を考察し,製品 (自
動車)に関する環境負荷評価のほんの入り口の部分を検討したに過ぎない｡｢環境にやさしい自動
車づくりのあり方を把握するためのLCA規格化｣という目処をつけたとはいいながら,資料不足を
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はじめ,ほんの2,3の環境負荷しか把握しなかったなどたくさんの課題が残っている｡この論文
の強調点は何かをあえて言えば,以下の2点にある｡ ①理論検討の側面についてはLCAを実施す
る時に,国際規格化されていない現時点で,利用可能な方法を検討したこと｡②実証的側面につい
ては,エネルギー,CO2以外,SO2,NOxをも取り扱うことと,台湾におけるLCAの基礎的なデー
タベースの構築である｡ しかしながら,実証的側面 (ケーススタディ)では,日本と台湾における
インパクト分析のガイドラインがまだ研究の途中であり,本論文で試算した結果を第2章で考察し
た欧米が定めたエコファクターの値に乗じて,エコポイントが計算できたとしても,得られる数値
は日本と台湾にとって信頼性のある支援データとは言えないだろう｡これ故に,自動車が地球温暖
化や大気汚染,酸性雨など,また,これらの環境問題の総合影響に寄与する具体的な数値の試算は
ここで取り扱わない｡従って,支援手法としてのLCAによる環境影響の全体像を把握するのは,ま
だまだの宿題である｡とはいえ,この検討をきっかけに,今後,環境への負荷を低減させるために
様々な製品に関するLCA研究を進める第一歩と判断してもらえるとすれば幸いである｡
従来の環境対策を講じる時,環境指標の暖昧さと情報開示の欠如という問題がよく指摘される｡
環境ラベルを例として挙げると,｢製品にやさしい｣や｢リサイクル可能｣といったあいまいな表現
を生産者が行えば,消費者はかえって環境への関心が失われる可能性がある｡ LCAにおけるイン
ベントリー分析とインパクト評価は環境負荷の定量化と手続きの情報開示に基づく環境指標づ くり
の性格を持っており,つまり,人間が製品,サービスを生産 ･消費する意志決定の支援につながっ
ている｡このように,LCAの結果に基づく環境指標を作っていけば,人間の環境保全意識を高め
ていくこともできると思われる｡しかしながら,LCAの手法は第2章で述べたように,各国の環
境条件や環境政策によって異なった環境指標が用いられている｡そして,様々な理論的検討と実証
的研究が行われている｡つまり,LCAに関する研究はまだ発展途上である｡ 長年にわたってLCA
を研究してきた欧米先進国が一歩先に実践的な国家から定まったLCAガイドラインを公表し,モ
ノづくりから生じた環境負荷の最小化を目指して力を注ぎつつある｡というのは,モノづくりから
生じた環境負荷を科学的に定量化することが出来ても,環境に与える総合的な影響は重み付け係数
で決めるのである｡重み付け係数を決定するのは,方法論的な問題ではなく政策的問題であるから
である｡このように,LCAの精度ある国際規格化ができるまでに,現状では我々はどうやってLC
Aの国際規格化に貢献できるか,また,国際規格化した後,LCAをどうやって生かせるかという
問題が問われるのが当然であろう｡個人は現状では,各国がまず国家政策の一環としてLCAのガ
イドラインを発行することが重要なことであると思う｡LCAのガイ ドラインの発行によって,製
品 ･サービスの継続的な改善をし,国際規格化に貢献できるようなデータベースを構築していく｡
その後,LCAの国際規格化を作り出す｡さらに,各国におけるモノづ くりは国際規格化による国
際標準値と比較することを通じて,環境負荷の責任所在を明らかにする｡ 最良的なモノづくりの方
法を選び出して製品 ･サービスを生産 ･消費する｡ 最後,究極的には,環境負荷を最小化するので
ある｡以上のようなプロセスが,これからのLCAのあり方ではないかと思う｡今後,LCAを各国の
政策の中に取り入れられるのを始め,国際標準化の実施に臨みながらも,LCAを支援手法として
環境勘定 ･環境会計や,環境ラベル,環境管理システムなど現在開発されている様々な環境指標の
国際規格化機構(ISO)におけるライフサイクルアセスメント(LCA)に関する一考察 -101-
中で取り入れて持続的発展が可能な社会指標を構築することに大いに寄与できると期待する｡
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